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日鉄総研（株）小野 透 常務取締役

実効性のある
地球温暖化対策に向けた

「カーボンプライシング」の
あり方を考える

C
O
2
に
価
格
を
付
け
る

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
と
は
、
排
出
す
る

C
O
2

に
価
格
を
付
け
る
こ
と
を
指
し
ま
す
。

C
O
2
排
出
に
コ
ス
ト
負
担
が
伴
う
た
め
、
企
業

な
ど
は
コ
ス
ト
負
担
削
減
の
た
め
に
脱
炭
素
に

積
極
的
に
取
り
組
む
の
で
、
C
O
2
排
出
量
が
削

減
さ
れ
る
と
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の
手
法
に
は
、
大

き
く
分
け
て
、
C
O
2

を
排
出
す
る
化
石
燃
料

の
使
用
量
に
応
じ
て
課
税
す
る「
炭
素
税
や
エ

ネ
ル
ギ
ー
税
」と
、
企
業
の
C
O
2

排
出
量
に

上
限
を
設
定
し
て
、
上
限
を
超
え
て
C
O
2

を

排
出
す
る
場
合
に
は
余
裕
の
あ
る
企
業
か
ら
排

出
権（
量
）を
買
い
取
る
こ
と
で
、
社
会
全
体
の

C
O
2

排
出
量
を
制
限
し
よ
う
と
す
る「
排
出
量

取
引
」の
2
つ
が
あ
り
ま
す
。

ど
ち
ら
の
仕
組
み
も
C
O
2

の
削
減
に
効
果

が
あ
り
そ
う
で
す
が
、
問
題
点
も
指
摘
さ
れ
て

い
ま
す
。
炭
素
税
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
税
は
、
省
エ

ネ
ル
ギ
ー
が
進
み
経
済
合
理
的
な
削
減
余
地
が

ほ
と
ん
ど
な
い
鉄
鋼
業
を
は
じ
め
と
す
る
日
本

の
も
の
づ
く
り
産
業
に
と
っ
て
、
逃
れ
よ
う
の

な
い
コ
ス
ト
上
昇
要
因
と
な
り
、
競
争
力
の
低

下
に
つ
な
が
り
ま
す
し
、
排
出
量
取
引
の
場
合

に
は
、
各
企
業
の
C
O
2

排
出
量
の
上
限（
=
生

産
上
限
）を
ど
の
よ
う
に
設
定
す
る
か
、
な
ど
の

課
題
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の
制
約
は
、

企
業
活
動
や
市
場
が
グ
ロ
ー
バ
ル
化
し
て
い
る

な
か
、
よ
り
C
O
2

規
制
の
緩
い
国
や
地
域
に

生
産
が
移
行
し
て
し
ま
う「
カ
ー
ボ
ン
リ
ー
ケ
ー

ジ
」を
招
い
て
し
ま
う
可
能
性
も
あ
り
ま
す
。

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
は

技
術
で
し
か
達
成
で
き
な
い

パ
リ
協
定
の
発
効
を
受
け
、
世
界
が
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
大
き
く
舵
を
切
る
な
か
、
鉄

鋼
業
界
も「
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
・
ス
チ
ー
ル
」の
実

現
に
向
け
て
動
き
始
め
ま
し
た
。
日
本
製
鉄
も

「
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
ビ
ジ
ョ
ン
2
0
5
0
」

の
な
か
で
、
C
O
U
R
S
E
50
や
S
u
p
e
r

C
O
U
R
S
E
50
、
1
0
0
％
水
素
直
接
還
元

プ
ロ
セ
ス
な
ど
、
還
元
材
を
炭
素
か
ら
水
素
に

転
換
す
る
こ
と
で
C
O
2

排
出
を
極
小
化
す
る

革
新
技
術
の
開
発
を
目
指
す
と
し
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
水
素
還
元
製
鉄
は
、
製
鉄
の
歴
史

の
な
か
で
も
前
人
未
到
の
試
み
で
あ
り
、
技
術

確
立
に
向
け
て
は
さ
ま
ざ
ま
な
困
難
が
予
想
さ

れ
ま
す
。
ま
た
、
大
量
の
カ
ー
ボ
ン
フ
リ
ー
水

素
の
安
価
安
定
供
給
の
た
め
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
構
築
な
ど
、
関
連
社
会
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
も

不
可
欠
で
す
。
E
U
は
総
額
1
・
1
兆
ユ
ー
ロ

規
模
の
次
期（
2
0
2
1
~
27
年
）多
年
次
財
政

枠
組
に
、
7
5
0
0
億
ユ
ー
ロ
に
の
ぼ
る
復
興

基
金
を
加
え
た
総
予
算
の
う
ち
、
少
な
く
と
も

3
割
を
気
候
中
立
達
成
に
資
す
る
政
策
に
活
用

す
る
と
し
て
い
ま
す
。
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ

ル
を
実
現
さ
せ
よ
う
と
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
企

業
体
力
を
低
下
さ
せ
、
技
術
開
発
の
原
資
を
奪

い
か
ね
な
い
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
で
は
な
く
、

革
新
技
術
の
開
発
や
、
開
発
さ
れ
た
技
術
の
導

入
に
対
す
る
支
援
こ
そ
が
必
要
だ
と
考
え
ま
す
。

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
は
技
術
で
し
か
達
成

で
き
な
い
の
で
す
か
ら
。

地球温暖化対策の1つとして、カーボンプライシング
を導入する機運が世界中で高まっています。カーボン
プライシングとはどのような施策なのか、CO2排出量
の削減にどのような効果が期待されているのか、導入
にあたってはどのような課題があるのか。日鉄総研（株）
の小野透常務取締役が解説します。
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再エネ賦課金   　　　　送配電コスト　　  発電コスト

産業用電気料金を
大きく減免
減免分は家庭用などに
しわ寄せ

アジア市場における
競合国（中国/韓国）との
電気料金の差異は
致命的に大きい

2021年度FIT賦課金
3.36円/kWh

送配電・発電コスト 税・賦課金

ドイツ 日本 ドイツ 日本
家庭用産業用（鉄鋼など）

@126¥/€

6.1-7.4

18.4

26.7

40.0

電
気
料
金

い
ま
す（
図
1
）。
産
業
の
負
担
を
家
庭
に
押
し

付
け
る
よ
う
な
政
策
に
見
え
ま
す
が
、
産
業
用

電
気
料
金
の
優
遇
は
、
ド
イ
ツ
製
造
業
の
競
争

力
を
高
め
、
そ
の
結
果
、
G
D
P
の
拡
大
や
雇

用
の
維
持
な
ど
に
つ
な
が
る
こ
と
で
、
国
民
生

活
向
上
に
つ
な
が
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
産
業
用
電
気
料
金
優
遇
政
策
を

採
っ
て
い
る
の
は
ド
イ
ツ
だ
け
で
は
な
く
、
多

く
の
国
で
産
業
用
電
気
料
金
は
割
安
に
抑
え
ら

れ
て
い
ま
す（
図
2
）。
日
本
の
突
出
し
て
高
い

産
業
用
電
気
料
金
が
、
再
エ
ネ
の
拡
大
や
カ
ー

ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
で
さ
ら
に
上
昇
を
続
け
れ
ば
、

国
内
の
鉄
鋼
生
産
は
経
済
的
に
成
り
立
た
な
く

な
っ
て
し
ま
い
、
せ
っ
か
く
開
発
し
た
技
術
も
、

国
内
で
は
日
の
目
を
見
な
い
と
い
う
こ
と
に
も

な
り
か
ね
ま
せ
ん
。
第
6
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本

計
画
で
は
、
さ
ら
な
る
電
気
料
金
上
昇
が
予
想

さ
れ
て
お
り
、
抜
本
的
な
対
策
が
必
要
で
す
。

高
額
な
産
業
用
電
気
料
金
が

最
大
の
足
か
せ

C
O
2

排
出
量
削
減
と
経
済
成
長
を
同
時
に

実
現
す
る
た
め
に
は
、
企
業
の
国
際
競
争
力
を

維
持
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。
2
0
1
9
年
に

公
表
さ
れ
た
欧
州
グ
リ
ー
ン
デ
ィ
ー
ル
も
、
単

純
な
温
暖
化
対
策
で
は
な
く
、
気
候
変
動
政
策

を
通
じ
た
成
長
戦
略
と
な
っ
て
い
ま
す
。

先
進
的
な
環
境
政
策
で
有
名
な
ド
イ
ツ
に
お

い
て
も
、
国
内
産
業
の
競
争
力
維
持
強
化
は
重

要
な
政
策
方
針
で
あ
り
、
そ
の
た
め
特
に
電
力

多
消
費
や
輸
出
産
業
の
電
気
料
金
に
対
す
る
大

幅
な
減
免
措
置
を
講
じ
て
い
ま
す
。
産
業
用
電

気
料
金
減
免
の
原
資
は
、
家
庭
用
な
ど
、
そ
の

他
の
電
気
料
金
に
し
わ
寄
せ
さ
れ
る
形
に
な
っ

て
お
り
、
こ
の
た
め
、
産
業
用
電
気
料
金
が
日

本
の
約
3
分
の
1
に
対
し
て
、
家
庭
用
電
気
料

金
は
日
本
の
1
・
5
倍
程
度
の
高
額
と
な
っ
て

地
に
足
の
着
い
た
行
動
こ
そ
大
切

ア
ッ
プ
ル
に
よ
る
グ
ロ
ー
バ
ル
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー

へ
の「
再
エ
ネ
1
0
0
％
利
用
要
求
」や「
再
エ
ネ

1
0
0
％
を
商
品
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
に
使
い
た

い
」と
い
う
企
業
の
要
求
に
応
え
る
べ
く
、
本
年

11
月
に「
再
エ
ネ
価
値
取
引
市
場
」が
創
設
さ
れ

ま
し
た
。
同
市
場
で
は
、
再
エ
ネ
ブ
ラ
ン
ド
と
と

も
に
省
C
O
2

効
果
も
売
買
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、

こ
れ
も
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の
仕
組
み
の
1

つ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
し
か
し
、
現
在
の
仕
組

（
F
I
T
再
エ
ネ
価
値
の
再
販
）で
は
、
企
業
が

再
エ
ネ
電
力
証
書
を
購
入
す
る
こ
と
で
、
自
社

の「
再
エ
ネ
1
0
0
％
」と
い
う
環
境
ブ
ラ
ン
デ
ィ

ン
グ
を
行
う
こ
と
が
で
き
て
も
、
再
エ
ネ
発
電
量

増
加
に
は
つ
な
が
り
ま
せ
ん
。
再
エ
ネ
価
値
取

引
市
場
が
、
単
な
る
再
エ
ネ
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
に

と
ど
ま
ら
ず
、
再
エ
ネ
の
経
済
的
自
立
を
促
し
、

再
エ
ネ
の
主
力
電
源
化
に
つ
な
が
る
と
い
う
本
来

目
的
に
適
う
運
用
と
な
る
こ
と
を
切
に
願
い
ま
す
。

真
の
C
O
2

排
出
量
削
減
に
実
効
性
が
あ
る

の
は
、
原
子
力
を
含
む
非
化
石
電
源
の
拡
大
、

プ
ロ
セ
ス
の
省
エ
ネ
、
製
品
の
高
機
能
化
に
よ

る
使
用
段
階
で
の
省
C
O
2

な
ど
の
方
策
で
す
。

水
素
還
元
製
鉄
の
よ
う
に
、
革
新
的
な
技
術
の

開
発
に
は
時
間
と
コ
ス
ト
が
必
要
で
す
。
ま
た

同
時
に
、
企
業
の
国
際
的
な
競
争
力
を
向
上
さ

せ
て
、
経
済
を
成
長
さ
せ
る
必
要
も
あ
り
ま
す
。

国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
検
討
す
る
総
合
資
源

エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会
基
本
政
策
分
科
会
で
日
本

製
鉄
の
橋
本
社
長
は「
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

の
潮
流
を
、
国
際
競
争
力
を
回
復
す
る
チ
ャ
ン

ス
と
捉
え
て
い
く
べ
き
だ
と
考
え
て
い
る
」と
発

言
し
て
い
ま
す
。
企
業
が
実
直
に
C
O
2

削
減

の
た
め
の
技
術
開
発
に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き

る
よ
う
な
仕
組
み
づ
く
り
こ
そ
が
、
C
O
2

排

出
量
削
減
と
い
う
人
類
共
通
の
課
題
に
立
ち
向

か
う
た
め
に
は
必
要
だ
と
考
え
て
い
ま
す
。出典：Electricity Costs of Energy Intensive Industries, An International Comparison, 

　　  　Fraunhofer and ECOFYS（2015）を改変

出典：ドイツデータは BDEW-Strompreisanalyse（2020）、日本データは
　　　東京電力エナジーパートナー（株）約款より NSRI 試算

図2　産業用電気料金の国際比較

図１　日本とドイツの電気料金比較




